
②福祉の未来

・

・

７の施策のうち５の施策が概ね順調との結果であったが、順調との結果になった施策はな
かった。

「４．誰もがお互いに人権を尊重し、協調して支え合う社会づくり」においては、１施策に
おいて施策事業の改善、１施策については施策の見直しに取り組む必要がある。
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１．高齢者や障がい者を地域で支える仕組みの充実

■主な事業 ■主な成果

福 祉 課

食の自立支援事業、生活管理短期宿
泊事業、自立支援協議会運営事業、
障害福祉サービス給付等(居宅支援・
施設支援・就労支援等)、介護保険事
業（介護給付・予防給付）居宅サー
ビス・介護予防サービス、地域支援
事業（介護予防・日常生活支援総合
事業）、地域支援事業（包括的支援
事業）、市町村特別給付（おむつ購
入費支給事業）、障がい者への理解
浸透や支援拡大、在宅老人緊急通報
体制整備事業、高齢者及び障がい者
住宅改造助成事業、老人クラブ助成
及び高齢者食生活改善事業、重度心
身障がい者医療費給付事業、補装具
費支給事業、自立支援医療【更正医
療】給付事業、地域生活支援事業(障
がい児タイムケア事業含む）、高齢
者・障がい者虐待防止事業、施設
サービス利用に係る利用者負担減免
事業、老人福祉施設措置事業、利用
者に対する情報提供

高齢者などの自立支援のため、おむつ購入費支援、
食の自立支援、緊急通報体制整備などを行ってい
る。おむつ購入費支援事業においては広く給付を行
えており、給付率も増加傾向である。
障害福祉サービス給付等について、依然としてニー
ズが高く、事業費は年々増加傾向である。

■課　題 ■次年度への展開

おむつ購入費支給事業は財源面で補助金等がな
く、保険料で賄っている状況である。

おむつ購入費支給事業については、継続しながら給
付上限等の見直しを行う。

福祉の未来 みんなが地域でいきいきと安心して暮らせるまち

評　価 施策の体系 施策の方針

Ｂ ①それぞれのニーズに応じた
福祉サービス・施設の充実

・個々の住民がそれぞれの意志・ニーズに基づき、適切な福祉サービス
を享受できる福祉社会を目指します。
・高齢者・障がい者の自立した生活支援のための環境整備の充実を図り
ます。
・在宅で自立した生活を送り、地域で暮らし続けることを希望する住民
のため、地域密着型の在宅福祉推進サービスの充実を図ります。
・また、地域福祉の拠点となる福祉施設の充実やサービスの充実に努め
ます。

施策コード P2101
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成果指標

■主な事業 ■主な成果

福 祉 課

全地区でのサロンの設置・実施、老
人クラブ助成及び高齢者食生活改善
事業【再掲】、障がい者団体助成事
業（身障者福祉会・手をつなぐ育成
会等）、医療・介護・福祉関係者の
ネットワークの形成、在宅生活への
支援、高齢者の見守り体制の確立、
避難行動要支援者名簿の充実と個別
計画の作成、緊急時医療等情報カー
ドの配置、福祉を支える人材の確
保・支援、健康・福祉の地区の担い
手の充実、福祉教育の充実、在宅ね
たきり老人等介護手当、高齢者や障
がい者を支える家族の支援

全地区でいきいきサロンを設置しているが、コロナ
の５類移行により徐々に実施再開の地区が増え、高
齢者の健康増進につながっている。
八代市、郡市医師会と連携し、医療・介護・福祉に
よる包括ケアシステムの構築を継続して行った。

■課　題 ■次年度への展開

・福祉向上に向けた人材確保について、専門的
な知識を有する職員がいないため有効な手段の
検討ができない。
・在宅ねたきり老人等介護手当について受給資
格を満たすことが難しい。
・ペアレントメンターのなり手がいない。

・福祉関連事業者、社会福祉協議会や子ども会など
の社会教育団体と連携を図る。
・廃止に向けた検討を行う。
・八代圏域で連携して養成事業等を実施し、参加し
てもらうよう周知を図る。

Ｂ ②地域で福祉を支えるための
組織・人材づくりと活動支援

・緊急時も平常時も、地域で福祉を支えるための地域活動
支援や人材育成を進めます。
・介護する家庭の支援の充実を図ります。
・ICT活用による高齢者・障がい者の見守り環境の充実を図
ります。

指標名 現状値（R3） R5

評　価 施策の体系 施策の方針

施策コード P2102

R6 R7 R8 R9 目標値（R9）

要支援者の維持改善

率（％）
50% 56 70%

障がい福祉サービス

等利用者数（人）
107人 118 115人

ペアレントメンター

養成講座受講者数
0人 0 2人
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２．誰もが生きがいを持って暮らせる環境の充実

成果指標
指標名 現状値（R3） R5 R6 R7 R8 R9 目標値（R9）

シルバー人材セン

ター会員数（人）
66人 63 70人

■主な事業 ■主な成果

施策コード P2201

【生涯学習課】各地区老人会の会員減少によ
り、活動自体に苦慮がみられる。

評　価 施策の体系 施策の方針

Ｂ ①誰もがいきいきと活躍でき
る仕組みの充実

・高齢者・障がい者の生きがいづくりのため、多様な活躍
の場を創出する仕組みと体制の充実を図ります。
・また、高齢者・障がい者の積極的な社会参加を促す仕組
みの充実を図ります。

福 祉 課

シルバー人材センター運営費補助事
業、各地区のまちづくり活動におけ
る高齢者の仕事の創出、障害福祉
サービス給付等（居宅支援・施設支
援・就労支援等）【再掲】

障がい者が地域で自立した生活を送るためサービス
のニーズは、依然高く、自立支援給付事業で、介護
給付や訓練等給付を実施している。

■課　題 ■次年度への展開

生涯学習課 ふれあい大学（高齢者学級）

高齢者の生きがいづくりの場としてニーズが高く、
令和5年度は災害対策講座、振り込め詐欺等未然防止
講座、人権講座、モルック大会、バスハイク等を実
施した。

シルバー人材センター、老人会や区長等との協議に
より、活動の方向性を検討していく。

ふれあい大学参加者

数（講座１回あた

り）

70人 76 100人
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３．いきいきと暮らすための健康づくり

施策コード P2302

Ｂ ①健康寿命延伸のための予
防・健診（検診）体制の充実

・子どもから高齢者まであらゆる世代の予防サービスとして、適切な健
康診断受診体制や予防活動を重視した健康推進活動の充実を図ります。
・住民健診のオンライン予約による受診率の向上や、データ活用による
健康づくり支援環境の充実に取り組みます。
・住民の包括的支援を可能とする情報共有システムの検討に取り組みま
す。

施策コード P2301

■課　題 ■次年度への展開

【町民課】受診勧奨の強化により未受診率の低
下が伺える。また、自殺率が増加している。

【町民課】特定健診の受診率向上に向け、住民健診
における予約制の導入等の新たな取り組みを実施す
る。また、保健指導においては対象者の個別性に対
応した効果的で質の高い指導を提供していく。
自殺の現状分析、施策見直しを行い、全庁一体と
なった自殺対策の推進が必要である。

■主な事業 ■主な成果

生涯学習課

スポーツ協会活動支援事業、住民の
スポーツ活動推進、町民体育祭、地
区スポーツ活動支援事業、既存の身
近なスポーツ施設の充実、拠点的ス
ポーツ施設の整備

町民体育祭において、グラウンド・ゴルフ大会で３
２地区館３８２名、カローリング大会で２５地区館
３９７名、陸上大会で３２地区館１３１９名、モ
ルック大会で２９地区館２１１名、ふらばーるバ
レー大会で２３地区館３２６名、合わせて２６３５
名が参加。合わせて地区スポーツ活動支援事業にお
いてスポーツ推進委員を５件１１９名派遣した。

施策の方針

Ｂ ②生涯スポーツ活動の推進
・生涯を通じて誰もがスポーツによる健康づくりを進めら
れるよう、スポーツへの参加の機会創出やスポーツ施設の
充実を図ります。

評　価 施策の体系

■主な事業 ■主な成果

町 民 課

乳幼児健康診査、母子手帳交付・妊
婦健康診査、住民健診（若者健診・
特定健診・後期高齢者健診）、がん
検診推進事業（子宮・乳がん検診）
実施に関する業務、健診体制の整備
と未受診者対策、医療費適正化事
業、特定保健指導・重症化予防事
業、歯科保健事業（歯の祭典を含
む）、予防接種事業、食生活改善推
進員協議会支援、メンタルヘルス相
談事業

乳幼児健康診査では、医師をはじめ多職種が連携
し、乳幼児期の発達の確認、健康の保持増進を図っ
ており、受診率100％を継続した。
また、特定健診受診率向上のため、医療機関の診療
情報や受診勧奨ハガキ等を活用した取り組みを行っ
た。また、医療費を抑制するためジェネリック医薬
品の利用促進につながる周知を行い、ジェネリック
医薬品のシェアが80.1％から81.5％へ1.4％増加し
た。

福 祉 課 一般介護予防事業 特記なし

評　価 施策の体系 施策の方針
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成果指標

■課　題 ■次年度への展開

町民体育祭において、沢山の方に参加し喜んで
頂くための競技内容や開催時期などの検討が必
要。また、各施設の老朽化が見られる

アンケート調査等行い、大勢の町民に参加して頂け
るような競技内容などを検討する。
施設の個別施設計画を策定し、施設の長寿命化を進
める。

R9 目標値（R9）

乳幼児健診受診率

（％）
98.50% 100 100%

特定健診受診率

（％）
48.40% 51.2

スポーツ推進委員派

遣数（回）

指標名 現状値（R3） R5 R6 R7 R8

60%

５回

身近なスポーツ施設

利用者数（延べ人

数）（人）

80,000人 178,612 80,000人

４回 5
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４．誰もがお互いに人権を尊重し、協調して支え合う社会づくり

■主な事業 ■主な成果

施策コード P2401

施策コード P2402

施策の体系 施策の方針

Ｃ ②男女共同参画社会づくり
・男女がともに社会参加できる庁内外の推進体制や環境づ
くりなど、男女共同参画社会づくりへ向けた取組を進めま
す。

■主な事業 ■主な成果

総 務 課
男女共同参画社会づくりの推進、男
女共同参画社会づくり条例の制定

県男女共同参画センターのアドバイザー派遣事業を
活用し、12月に男女共同参画推進懇話会委員と町職
員を対象に「男性の育休取得、介護休業法につい
て」をテーマとした研修を実施した。その後、町の
前年度の取り組み事項について懇話会で報告を行
い、今後の計画の策定方法や他団体の取り組みにつ
いて協議及び情報交換を行った。

■課　題 ■次年度への展開

条例制定については、熊本県において既に男女
共同参画推進における条例が示されており、各
市町村において具体的な取り組みを男女共同参
画推進計画にて示しているため、市町村におい
て改めて条例を制定する必要性が見出せていな
い。男女共同参画推進計画に基づいて例年進捗
管理及び事業を遂行しているので、指標見直し
の検討及び計画推進を引き続き行っていく必要
があると考える。

令和7年度予定の氷川町男女共同参画計画の見直しを
予定しており、懇話会等を通して、町民の意見を反
映させていく必要がある。また引続き懇話会での計
画の検証及び研修会等を実施することで計画の推進
を図る。

評　価 施策の体系 施策の方針

Ｄ ①人権問題に関する普及・啓
発の充実と人権意識の向上

・すべての住民が正しく人権問題を理解するための人権問
題に関する普及・啓発活動を進めます。

総 務 課 人権問題に関する普及啓発の推進
人権作品募集を行ったほか、人権啓発集会には75名
の参加があった。

■課　題 ■次年度への展開

人権作品募集について、標語、書道、ポスター
の3つの部門で募集しているが、標語については
審査委員が選定に多くの時間を要している。ま
た、審査委員会の構成員の中に人権啓発に関す
る専門的な知識を有した者がいないとの意見も
ある。

標語の部の廃止又は代替案を検討し、審査委員会の
構成員については、町地域人権教育指導員を加え
る。

評　価
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成果指標
指標名 現状値（R3） R5 R6 R7 R8 R9 目標値（R9）

氷川町人権啓発集会

参加者数（人）

145人

（H30）
75 200人

男女平等であると思

う町民の割合（％）

社会全体：

19.1％（R2）
19.1

社会全体：

30%

学校教育の

場： 60.6％

（R2）

60.6
学校教育の

場：75.0％
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